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議案第106号 

 

大阪市市税条例の一部を改正する条例案 

 

第１条 大阪市市税条例（平成29年大阪市条例第11号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部

分に二重傍線を付した規定（以下この条において「対象規定」という。）の改正前欄に掲げる対象

規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改正前欄に掲げる対象規定で改正後欄にこれに

対応するものを掲げていないものを削り、改正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応す

るものを掲げていないものを加える。 

改正後 改正前 

（所得割の課税標準） 

第24条 [略] 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山

林所得金額は、法又はこれに基づく政令で

特別の定めをする場合を除くほか、それぞ

れ所得税法（昭和40年法律第33号）その他

の所得税に関する法令の規定による所得税

法第22条第２項又は第３項の総所得金額、

退職所得金額又は山林所得金額の計算の例

により算定する。ただし、同法第60条の２

から第60条の４までの規定の例によらない

ものとする。 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書） 

第35条 [略] 

２ 前項の規定による申告書を給与支払者を

経由して提出する場合において、当該申告

書に記載すべき事項がその年の前年におい

て当該給与支払者を経由して提出した同項

（所得割の課税標準） 

第24条 [同左] 

２ 前項の総所得金額、退職所得金額又は山

林所得金額は、法又はこれに基づく政令で

特別の定めをする場合を除くほか、それぞ

れ所得税法（昭和40年法律第33号）その他

の所得税に関する法令の規定による所得税

法第22条第２項又は第３項の総所得金額、

退職所得金額又は山林所得金額の計算の例

によって算定する。ただし、同法第60条の

２から第60条の４までの規定の例によらな

いものとする。 

（個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族

等申告書） 

第35条 [同左] 

[新設] 
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の規定による申告書（その者が当該前年の

中途において次項の規定による申告書を当

該給与支払者を経由して提出した場合に

は、当該前年の最後に提出した同項の規定

による申告書）に記載した事項と異動がな

いときは、給与所得者は、総務省令で定め

るところにより、前項の規定により記載す

べき事項に代えて当該異動がない旨を記載

した同項の規定による申告書を提出するこ

とができる。 

３ 第１項の規定による申告書を提出した給

与所得者は、その年の中途において当該申

告書に記載した事項について異動を生じた

場合には、同項の給与支払者からその異動

を生じた日後最初に給与の支払を受ける日

の前日までに、総務省令で定めるところに

より、その異動の内容その他総務省令で定

める事項を記載した申告書を、当該給与支

払者を経由して、市長に提出しなければな

らない。 

４ 第１項及び前項の場合において、これら

の規定による申告書がその提出の際に経由

すべき給与支払者に受理されたときは、そ

の申告書は、その受理された日に市長に提

出されたものとみなす。 

５ 給与所得者は、第１項及び第３項の規定

による申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が電磁的方法（電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって総務省令で定めるもの

をいう。以下この項、次条第４項及び第70

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 前項の規定による申告書を提出した給与

所得者は、その年の中途において当該申告

書に記載した事項について異動を生じた場

合には、同項の給与支払者からその異動を

生じた日後最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、総務省令で定めるところによ

り、その異動の内容その他総務省令で定め

る事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければなら

ない。 

３ 前２項の場合において、これらの規定に

よる申告書がその提出の際に経由すべき給

与支払者に受理されたときは、その申告書

は、その受理された日に市長に提出された

ものとみなす。 

４ 給与所得者は、第１項及び第２項の規定

による申告書の提出の際に経由すべき給与

支払者が電磁的方法（電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法であって総務省令で定めるもの

をいう。以下この項、次条第４項及び第70
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条第３項において同じ。）による当該申告書

に記載すべき事項の提供を適正に受けるこ

とができる措置を講じていることその他の

政令で定める要件を満たす場合には、総務

省令で定めるところにより、当該申告書の

提出に代えて、当該給与支払者に対し、当

該申告書に記載すべき事項を電磁的方法に

より提供することができる。 

６ 前項の規定の適用がある場合における第

４項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたとき」

とあるのは「給与支払者が提供を受けたと

き」と、「受理された日」とあるのは「提供

を受けた日」とする。 

（給与支払報告書等の提出義務） 

第38条 [略] 

[２～６ 略] 

７ 第１項、第３項又は第４項の規定により

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書

（以下この項及び次項において「報告書」

という。）を提出すべき者（前２項の規定の

適用を受ける者を除く。）は、その者が提出

すべき報告書の給与支払報告書記載事項又

は公的年金等支払報告書記載事項（次項及

び第９項において「記載事項」という。）を

記録した光ディスク等の提出をもって当該

報告書の提出に代えることができる。 

 

 

 

条第３項において同じ。）による当該申告書

に記載すべき事項の提供を適正に受けるこ

とができる措置を講じていることその他の

政令で定める要件を満たす場合には、総務

省令で定めるところにより、当該申告書の

提出に代えて、当該給与支払者に対し、当

該申告書に記載すべき事項を電磁的方法に

より提供することができる。 

５ 前項の規定の適用がある場合における第

３項の規定の適用については、同項中「申

告書が」とあるのは「申告書に記載すべき

事項を」と、「給与支払者に受理されたとき」

とあるのは「給与支払者が提供を受けたと

き」と、「受理された日」とあるのは「提供

を受けた日」とする。 

（給与支払報告書等の提出義務） 

第38条 [同左] 

[２～６ 同左] 

７ 第１項、第３項又は第４項の規定により

給与支払報告書又は公的年金等支払報告書

（以下この項及び次項において「報告書」

という。）を提出すべき者（前２項の規定の

適用を受ける者を除く。）が、政令で定める

ところにより第１項、第３項若しくは第４

項に規定する市長の承認を受けた場合又は

これらの規定により提出すべき報告書の提

出期限の属する年以前の各年のいずれかの

年において前２項の規定に基づき給与支払

報告書記載事項若しくは公的年金等支払報

告書記載事項（以下この条において「記載

事項」という。）を記録した光ディスク等を
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[８・９ 略] 

（環境性能割の申告納付） 

第114条の５ 環境性能割の納税義務者は、次

の各号に掲げる３輪以上の軽自動車の区分

に応じ、当該各号に定める時又は日までに、

総務省令で定める様式により、環境性能割

の課税標準額、環境性能割額その他必要な

事項を記載した申告書を市長に提出すると

ともに、その申告に係る環境性能割額を納

付しなければならない。 

[⑴ 略] 

⑵ 前号に掲げる３輪以上の軽自動車以外

の３輪以上の軽自動車で、道路運送車両

法第67条第１項の規定による自動車検査

証の変更記録を受けるべき３輪以上の軽

自動車 当該変更記録を受けるべき事由

があった日から15日を経過する日（その

日前に当該変更記録を受けたときは、当

該変更記録の時） 

[⑶ 略] 

[２ 略] 

附 則 

（固定資産税等の非課税等に係る読替規定） 

第16条 法附則第14条第１項若しくは第２項

又は第14条の２の規定の適用を受ける固定

資産に係る第75条の規定の適用について

は、同条中「法第348条第２項本文」とある

提出した場合には、その者が提出すべき報

告書の記載事項を記録した光ディスク等の

提出をもって当該報告書の提出に代えるこ

とができる。 

[８・９ 同左] 

（環境性能割の申告納付） 

第114条の５ [同左] 

 

 

 

 

 

 

 

[⑴ 同左] 

⑵ 前号に掲げる３輪以上の軽自動車以外

の３輪以上の軽自動車で、道路運送車両

法第67条第１項の規定による自動車検査

証の記入を受けるべき３輪以上の軽自動

車 当該記入を受けるべき事由があった

日から15日を経過する日（その日前に当

該記入を受けたときは、当該記入の時） 

 

[⑶ 同左] 

[２ 同左] 

   附 則 

（固定資産税等の非課税等に係る読替規定） 

第16条 法附則第14条第１項又は第２項の規

定の適用を受ける固定資産に係る第75条の

規定の適用については、同条中「法第348条

第２項本文」とあるのは「法第348条第２項
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のは「法第348条第２項本文又は法附則第14

条第１項若しくは第２項若しくは第14条の

２」とする。 

２ 法附則第14条第１項若しくは第２項又は

第14条の２の固定資産としてこれらの規定

の適用を受ける固定資産について、これら

の規定に規定する用途に供しないこととな

った場合又は無料で使用させている固定資

産を有料で使用させることとなった場合に

おける第76条の規定の適用については、同

条中「法第348条第２項各号」とあるのは「法

第348条第２項各号又は法附則第14条第１

項若しくは第２項若しくは第14条の２」と、

「同項本文」とあるのは「法第348条第２項

本文又は法附則第14条第１項若しくは第２

項若しくは第14条の２」とする。 

[３・４ 略] 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定め

る割合） 

第17条 [略] 

[２～25 略] 

26 法附則第15条の９の３第１項の条例で定

める割合は、３分の１とする。 

（大規模の修繕等が行われたマンションに対

する固定資産税の減額の規定の適用を受けよ

うとする者がすべき申告） 

第22条の４ 法附則第15条の９の３第１項に

規定する特定マンションに係る区分所有に

係る家屋について、同項の規定の適用を受

けようとする者は、当該特定マンションに

係る工事（同項に規定する工事をいう。以

本文又は法附則第14条第１項若しくは第２

項」とする。 

 

２ 法附則第14条第１項又は第２項の固定資

産としてこれらの規定の適用を受ける固定

資産について、これらの規定に規定する用

途に供しないこととなった場合又は無料で

使用させている固定資産を有料で使用させ

ることとなった場合における第76条の規定

の適用については、同条中「法第348条第２

項各号」とあるのは「法第348条第２項各号

又は法附則第14条第１項若しくは第２項」

と、「同項本文」とあるのは「法第348条第

２項本文又は法附則第14条第１項若しくは

第２項」とする。 

 

[３・４ 同左] 

（法附則第15条第２項第１号等の条例で定め

る割合） 

第17条 [同左] 

[２～25 同左] 

[新設] 

 

 

 

 

[新設] 
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下この条において同じ。）が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に、総務省令で定める書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

⑴ 納税義務者の氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名）及び住所（法

人にあっては、主たる事務所の所在地） 

⑵ 家屋の所在 

⑶ 家屋の建築年月日 

⑷ 工事が完了した年月日 

  ⑸ その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の申告書には、同項各号に掲げる事

項のほか、工事が完了した日から３月を経

過した日以後に申告書を提出する場合に

は、３月以内に提出することができなかっ

た理由を記載しなければならない。 

（耐震改修が行われた要安全確認計画記載建

築物等に対する固定資産税の減額の規定の適

用を受けようとする者がすべき申告） 

第23条 法附則第15条の10第１項に規定する

耐震基準適合家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に、総務省令附則第７条第17項に規定

する補助（第５号において「補助」という。）

に係る補助金額確定通知書の写し、当該耐

震改修に要した費用を証する書類及び当該

耐震改修後の家屋が耐震基準を満たすこと

を証する書類を添付して、市長に提出しな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（耐震改修が行われた要安全確認計画記載建

築物等に対する固定資産税の減額の規定の適

用を受けようとする者がすべき申告） 

第23条 法附則第15条の10第１項に規定する

耐震基準適合家屋について、同項の規定の

適用を受けようとする者は、当該耐震基準

適合家屋に係る耐震改修が完了した日から

３月以内に、次に掲げる事項を記載した申

告書に、総務省令附則第７条第13項に規定

する補助（第５号において「補助」という。）

に係る補助金額確定通知書の写し、当該耐

震改修に要した費用を証する書類及び当該

耐震改修後の家屋が耐震基準を満たすこと

を証する書類を添付して、市長に提出しな

ければならない。 
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[⑴～⑹ 略] 

[２ 略] 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第32条の２ [略] 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第32条の７ [略] 

[２～４ 略] 

[削る] 

 

 

 

 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

[⑴～⑹ 同左] 

[２ 同左] 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第32条の２ 市長は、法第451条第１項第１号

（同条第４項又は第５項において準用する

場合を含む。）に掲げる３輪以上の軽自動車

（自家用のものに限る。）に対しては、当該

３輪以上の軽自動車の取得が令和元年10月

１日から令和３年12月31日までの間（附則

第32条の７第５項から第７項までにおいて

「特定期間」という。）に行われたときに限

り、第113条第１項の規定にかかわらず、軽

自動車税の環境性能割を課さない。 

（軽自動車税の環境性能割の賦課徴収の特

例） 

第32条の２の２ [同左] 

（軽自動車税の環境性能割の税率の特例） 

第32条の７ [同左] 

[２～４ 同左] 

５ 自家用の３輪以上の軽自動車であって乗

用のものに対する第114条の３第２項及び

前項の規定の適用については、当該軽自動

車の取得が特定期間に行われたときに限

り、これらの規定中「100分の２」とあるの

は、「100分の１」とする。 

６ 法第446条第２項に規定する平成22年度

基準エネルギー消費効率算定軽自動車（自

家用の３輪以上の軽自動車であって乗用の

ものに限る。）に対して課する環境性能割の

税率については、第114条の３第４項の規定

にかかわらず、当該軽自動車の取得が特定
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[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第33条 法附則第30条第１項に規定する３輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の第113条の２第３項に規定する車両番

号の指定（次項から第４項までにおいて「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から

起算して14年を経過した月の属する年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第

116条の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

[表 略] 

２ 法附則第30条第２項各号に掲げる３輪以

上の軽自動車に対する第116条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和４年４

月１日から令和８年３月31日までの間に初

期間に行われたときに限り、法附則第29条

の18第３項（法第451条第４項において準用

する同条第２項に係る部分に限る。）に定め

るところによる。 

７ 法第446条第３項に規定する令和２年度

基準エネルギー消費効率等算定軽自動車

（自家用の３輪以上の軽自動車であって乗

用のものに限る。）に対して課する環境性能

割の税率については、第114条の３第５項の

規定にかかわらず、当該軽自動車の取得が

特定期間に行われたときに限り、法附則第

29条の18第３項（法第451条第５項において

準用する同条第２項に係る部分に限る。）に

定めるところによる。 

（軽自動車税の種別割の税率の特例） 

第33条 法附則第30条第１項に規定する３輪

以上の軽自動車に対する当該軽自動車が最

初の第113条の２第３項に規定する車両番

号の指定（次項から第８項までにおいて「初

回車両番号指定」という。）を受けた月から

起算して14年を経過した月の属する年度以

後の年度分の軽自動車税の種別割に係る第

116条の規定の適用については、当分の間、

次の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄

に掲げる字句とする。 

 [表 同左] 

２ 法附則第30条第２項各号に掲げる３輪以

上の軽自動車に対する第116条の規定の適

用については、当該軽自動車が令和２年４

月１日から令和３年３月31日までの間に初
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回車両番号指定を受けた場合には、当該初

回車両番号指定を受けた日の属する年度の

翌年度分の軽自動車税の種別割に限り、次

の表の左欄に掲げる同条の規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に

掲げる字句とする。 

[表 略] 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

回車両番号指定を受けた場合には令和３年

度分の軽自動車税の種別割に限り、次の表

の左欄に掲げる同条の規定中同表の中欄に

掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

 

[表 同左] 

３ 法附則第30条第３項各号に掲げる法第

446条第１項第３号に規定するガソリン軽

自動車（以下この条において「ガソリン軽

自動車」という。）のうち、３輪以上のもの

に対する第116条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和２年４月１日

から令和３年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には令和３年度分の

軽自動車税の種別割に限り、次の表の左欄

に掲げる同条の規定中同表の中欄に掲げる

字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句

とする。 

４ 法附則第30条第４項各号に掲げるガソリ

ン軽自動車のうち３輪以上のもの（前項の

規定の適用を受けるものを除く。）に対する

第116条の規定の適用については、当該ガソ

リン軽自動車が令和２年４月１日から令和

３年３月31日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和３年度分の軽自動車

税の種別割に限り、次の表の左欄に掲げる

第２号ア(ｲ) 3,900円 2,000円 

第２号ア(ｳ)Ａ(A) 6,900円 3,500円 

第２号ア(ｳ)Ａ(B) 10,800円 5,400円 

第２号ア(ｳ)Ｂ(A) 3,800円 1,900円 

第２号ア(ｳ)Ｂ(B) 5,000円 2,500円 
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[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[削る] 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同条の規定中同表の中欄に掲げる字句は、

それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

５ 法附則第30条第２項各号に掲げる３輪以

上の軽自動車のうち、自家用の乗用のもの

に対する第116条の規定の適用については、

当該軽自動車が令和３年４月１日から令和

４年３月31日までの間に初回車両番号指定

を受けた場合には令和４年度分の軽自動車

税の種別割に限り、当該軽自動車が令和４

年４月１日から令和５年３月31日までの間

に初回車両番号指定を受けた場合には令和

５年度分の軽自動車税の種別割に限り、第

２項の表の左欄に掲げる同条の規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右

欄に掲げる字句とする。 

６ 法附則第30条第２項各号に掲げる３輪以

上の軽自動車（自家用の乗用のものを除

く。）に対する第116条の規定の適用につい

ては、当該軽自動車が令和３年４月１日か

ら令和４年３月31日までの間に初回車両番

号指定を受けた場合には令和４年度分の軽

自動車税の種別割に限り、当該軽自動車が

令和４年４月１日から令和５年３月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第２項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

第２号ア(ｲ) 3,900円 3,000円 

第２号ア(ｳ)Ａ(A) 6,900円 5,200円 

第２号ア(ｳ)Ａ(B) 10,800円 8,100円 

第２号ア(ｳ)Ｂ(A) 3,800円 2,900円 

第２号ア(ｳ)Ｂ(B) 5,000円 3,800円 
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３ 法附則第30条第３項の規定の適用を受け

る３輪以上の法第446条第１項第３号に規

定するガソリン軽自動車（以下この項及び

次項において「ガソリン軽自動車」という。）

に対する第116条の規定の適用については、

当該ガソリン軽自動車が令和４年４月１日

から令和８年３月31日までの間に初回車両

番号指定を受けた場合には、当該初回車両

番号指定を受けた日の属する年度の翌年度

分の軽自動車税の種別割に限り、同条第２

号ア(ｲ)中「3,900円」とあるのは「2,000円」

と、同号ア(ｳ)Ａ(A)中「6,900円」とあるの

は「3,500円」とする。 

４ 法附則第30条第４項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車に対する第

116条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和４年４月１日から令和７

年３月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には、当該初回車両番号指定を

受けた日の属する年度の翌年度分の軽自動

車税の種別割に限り、同条第２号ア(ｲ)中

「3,900円」とあるのは「3,000円」と、同

号ア(ｳ)Ａ(A)中「6,900円」とあるのは

「5,200円」とする。 

 

 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民

税の課税の特例） 

第37条 [略] 

[２・３ 略] 

表の右欄に掲げる字句とする。 

７ 法附則第30条第３項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車に対する第

116条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が

令和４年４月１日から令和５年３月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第３項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

８ 法附則第30条第４項の規定の適用を受け

る３輪以上のガソリン軽自動車に対する第

116条の規定の適用については、当該ガソリ

ン軽自動車が令和３年４月１日から令和４

年３月31日までの間に初回車両番号指定を

受けた場合には令和４年度分の軽自動車税

の種別割に限り、当該ガソリン軽自動車が

令和４年４月１日から令和５年３月31日ま

での間に初回車両番号指定を受けた場合に

は令和５年度分の軽自動車税の種別割に限

り、第４項の表の左欄に掲げる同条の規定

中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表の右欄に掲げる字句とする。 

（土地の譲渡等に係る事業所得等に係る市民

税の課税の特例） 

第37条 [同左] 

[２・３ 同左] 
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４ 第１項の規定は、同項に規定する事業所

得又は雑所得で、その基因となる土地の譲

渡等が平成10年１月１日から令和８年３月

31日までの間に行われたものについては、

適用しない。 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税

の特例） 

第39条 昭和63年度から令和８年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納

税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第31条第１項に規定する土地等をい

う。以下この条及び附則第41条において同

じ。）の譲渡（同法第31条第１項に規定する

譲渡をいう。以下この条及び附則第41条に

おいて同じ。）をした場合において、当該譲

渡が法附則第34条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡に該当するときに

おける前条第１項に規定する譲渡所得（次

条第１項の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。次項において同じ。）に係る課税長期

譲渡所得金額に対して課する所得割の額

は、前条第１項前段の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める金額に相当する額とする。 

[⑴・⑵ 略]   

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和８年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第１項

に規定する譲渡所得の基因となる土地等の

４ 第１項の規定は、同項に規定する事業所

得又は雑所得で、その基因となる土地の譲

渡等が平成10年１月１日から令和５年３月

31日までの間に行われたものについては、

適用しない。 

（優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡

した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税

の特例） 

第39条 昭和63年度から令和５年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納

税義務者が前年中に前条第１項に規定する

譲渡所得の基因となる土地等（租税特別措

置法第31条第１項に規定する土地等をい

う。以下この条及び附則第41条において同

じ。）の譲渡（同法第31条第１項に規定する

譲渡をいう。以下この条及び附則第41条に

おいて同じ。）をした場合において、当該譲

渡が法附則第34条の２第１項に規定する優

良住宅地等のための譲渡に該当するときに

おける前条第１項に規定する譲渡所得（次

条第１項の規定の適用を受ける譲渡所得を

除く。次項において同じ。）に係る課税長期

譲渡所得金額に対して課する所得割の額

は、前条第１項前段の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該

各号に定める金額に相当する額とする。 

[⑴・⑵ 同左] 

２ 前項の規定は、昭和63年度から令和５年

度までの各年度分の個人の市民税に限り、

所得割の納税義務者が前年中に前条第１項

に規定する譲渡所得の基因となる土地等の
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譲渡をした場合において、当該譲渡が法附

則第34条の２第５項に規定する確定優良住

宅地等予定地のための譲渡に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する

所得割について準用する。 

[３・４ 略] 

譲渡をした場合において、当該譲渡が法附

則第34条の２第５項に規定する確定優良住

宅地等予定地のための譲渡に該当するとき

における前条第１項に規定する譲渡所得に

係る課税長期譲渡所得金額に対して課する

所得割について準用する。 

[３・４ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載及び対象規定の二重傍線を付した標記部分を除く全体に付した傍線

は注記である。 

第２条 大阪市市税条例の一部を次のように改正する。 

  次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（公示送達） 

第12条 法第20条の２の規定による公示送達

は、公示事項（同条第２項に規定する公示

事項をいう。以下この条において同じ。）を

地方税法施行規則（昭和29年総理府令第23

号。以下「総務省令」という。）で定める方

法により不特定多数の者が閲覧することが

できる状態に置く措置をとるとともに、公

示事項が記載された書面を市役所若しくは

所管市税事務所の掲示場に掲示し、又は公

示事項を市役所若しくは所管市税事務所に

設置した電子計算機の映像面に表示したも

のの閲覧をすることができる状態に置く措

置をとることによってする。 

（市民税の申告等） 

第33条 第17条第１項第１号に掲げる者は、

３月15日までに、総務省令で定めるところ

により、法第317条の２第１項各号に掲げる

（公示送達） 

第12条 法第20条の２の規定による公示送達

は、市長が送達すべき書類を保管し、いつ

でも送達を受けるべき者に交付する旨を市

役所又は所管市税事務所の掲示場に掲示し

て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（市民税の申告等） 

第33条 第17条第１項第１号に掲げる者は、

３月15日までに、地方税法施行規則（昭和

29年総理府令第23号。以下「総務省令」と
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事項を記載した申告書を市長に提出しなけ

ればならない。ただし、第38条第１項又は

第４項の規定により給与支払報告書又は公

的年金等支払報告書を提出する義務がある

者から１月１日現在において俸給、給料、

賃金、歳費及び賞与並びにこれらの性質を

有する給与（以下この節においてこれらを

「給与」という。）又は所得税法第35条第３

項に規定する公的年金等（以下この節にお

いて「公的年金等」という。）の支払を受け

ている者で前年中において給与所得以外の

所得又は公的年金等に係る所得以外の所得

を有しなかったもの（公的年金等に係る所

得以外の所得を有しなかった者で社会保険

料控除額（政令で定めるものを除く。）、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控

除額、地震保険料控除額、勤労学生控除額、

配偶者特別控除額（同法第２条第１項第33

号の４に規定する源泉控除対象配偶者に係

るものを除く。）若しくは法第314条の２第

４項に規定する扶養控除額の控除又はこれ

らと併せて雑損控除額若しくは医療費控除

額の控除、法第313条第８項に規定する純損

失の金額の控除、同条第９項に規定する純

損失若しくは雑損失の金額の控除若しくは

第29条第１項の規定により控除すべき金額

（以下この条において「寄附金税額控除額」

という。）の控除を受けようとするものを除

く。以下この条において「給与所得等以外

の所得を有しなかった者」という。）並びに

前年の合計所得金額が第19条に定める金額

いう。）で定めるところにより、法第317条

の２第１項各号に掲げる事項を記載した申

告書を市長に提出しなければならない。た

だし、第38条第１項又は第４項の規定によ

り給与支払報告書又は公的年金等支払報告

書を提出する義務がある者から１月１日現

在において俸給、給料、賃金、歳費及び賞

与並びにこれらの性質を有する給与（以下

この節においてこれらを「給与」という。）

又は所得税法第35条第３項に規定する公的

年金等（以下この節において「公的年金等」

という。）の支払を受けている者で前年中に

おいて給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかったもの

（公的年金等に係る所得以外の所得を有し

なかった者で社会保険料控除額（政令で定

めるものを除く。）、小規模企業共済等掛金

控除額、生命保険料控除額、地震保険料控

除額、勤労学生控除額、配偶者特別控除額

（同法第２条第１項第33号の４に規定する

源泉控除対象配偶者に係るものを除く。）若

しくは法第314条の２第４項に規定する扶

養控除額の控除又はこれらと併せて雑損控

除額若しくは医療費控除額の控除、法第313

条第８項に規定する純損失の金額の控除、

同条第９項に規定する純損失若しくは雑損

失の金額の控除若しくは第29条第１項の規

定により控除すべき金額（以下この条にお

いて「寄附金税額控除額」という。）の控除

を受けようとするものを除く。以下この条

において「給与所得等以外の所得を有しな
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以下である者（法第313条第３項、第４項、

第８項又は第９項の規定の適用を受けよう

とする者を除く。）については、この限りで

ない。 

 

[２～８ 略] 

かった者」という。）並びに前年の合計所得

金額が第19条に定める金額以下である者

（法第313条第３項、第４項、第８項又は第

９項の規定の適用を受けようとする者を除 

く。）については、この限りでない。 

[２～８ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日

から施行する。 

⑴ 第１条中大阪市市税条例第35条の改正規定 令和７年１月１日 

⑵ 第２条の規定 市長が定める日 

（市民税に関する経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の大阪市市税条例（以下「新条例」という。）第35条第２項の規定は、

令和７年１月１日以後に支払を受けるべき新条例第33条第１項に規定する給与について提出する

新条例第35条第１項の規定による申告書について適用し、同日前に支払を受けるべき第１条の規

定による改正前の大阪市市税条例（以下「旧条例」という。）第33条第１項に規定する給与につい

て提出した旧条例第35条第１項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

３ 新条例第38条第７項の規定は、この条例の施行の日以後に提出すべき同項に規定する報告書に

ついて適用し、同日前に提出すべき旧条例第38条第７項に規定する報告書については、なお従前

の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

４ 新条例附則第33条の規定は、令和５年度以後の年度分の軽自動車税の種別割について適用し、

令和４年度分までの軽自動車税の種別割については、なお従前の例による。 

（公示送達に関する経過措置） 

５ 第２条の規定による改正後の大阪市市税条例第12条の規定は、第２条の規定の施行の日以後に

する公示送達について適用し、同日前にした公示送達については、なお従前の例による。 

  令和５年５月19日提出 

大阪市長  横 山 英 幸  

 

説 明 
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 地方税法等の一部改正に伴い、個人の市民税について給与所得者の扶養親族に係る申告書の記載

事項を改め、大規模の修繕等が行われたマンションに対する固定資産税の減額の割合等を定め、軽

自動車税の種別割のグリーン化特例について現行の適用措置を延長するとともに、公示送達の方法

を改め、併せて規定を整備するため、条例の一部を改正する必要があるので、この案を提出する次

第である。 


